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公布された法令のあらまし 

 

兵庫県立職業能力開発校運営規則の一部を改正する規則（規則第37号） 

 第８次兵庫県職業能力開発計画に基づき、新規学卒者をはじめ離転職者、フリーター等の多様な主体の訓練

ニーズや企業側の人材ニーズに対応した職業能力の開発を実施するため、兵庫県立神戸高等技術専門学院及び

兵庫県立姫路高等技術専門学院の訓練科目について次のとおり所要の整備を行うこととした。 

１ 兵庫県立神戸高等技術専門学院 

(1) 普通課程の製版科及びメカトロニクス科を廃止する。 

(2) 短期課程の機械ＣＡＤ科及びデジタル画像処理科（ＤＴＰ科）を新設する。 

２ 兵庫県立姫路高等技術専門学院 

(1) 普通課程の溶接科、木造建築科及び金属塗装科を廃止する。 

(2) 短期課程の溶接専科、機械加工科実習・座学連携型、木造建築専科、金属塗装専科及びＯＡ事務科実習・

座学連携型を新設する。 

(3) 短期課程の機械製図科の定員を20人（現行30人）とする。 

(4) その他規定の整備を行う。 

兵庫県立淡路景観園芸学校管理規則の一部を改正する規則（規則第38号） 

兵庫県立淡路景観園芸学校の設置及び管理に関する条例の一部改正により、兵庫県立淡路景観園芸学校の景

観園芸専門課程における修業に関する規定を削除することに伴い、所要の整備を行うこととした。 
 

規         則 

 

 兵庫県立職業能力開発校運営規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成21年３月31日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三 

兵庫県規則第37号 

   兵庫県立職業能力開発校運営規則の一部を改正する規則 

 兵庫県立職業能力開発校運営規則（昭和48年兵庫県規則第18号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第１号中「、溶接科、木造建築科及び金属塗装科」を削る。 

 別表兵庫県立神戸高等技術専門学院の款普通課程の項製版科の目及びメカトロニクス科の目を削り、同款短

期課程の項機械加工技術科の目の次に次のように加える。 

機械ＣＡＤ科 １年 20人 

 別表兵庫県立神戸高等技術専門学院の款短期課程の項印刷加工科の目の次に次のように加える。 

デジタル画像処理科(ＤＴＰ科) １年 20人 

 別表兵庫県立姫路高等技術専門学院の款普通課程の項を削り、同款短期課程の項金属加工技術科の目の次に

次のように加える。 
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溶接専科 １年 15人 

 別表兵庫県立姫路高等技術専門学院の款短期課程の項機械製図科の目中「30人」を「20人」に改め、同目の

次に次のように加える。 

機械加工科実習・座学連携型 １年 10人 

 別表兵庫県立姫路高等技術専門学院の款短期課程の項建築施工技術科の目の次に次のように加える。 

木造建築専科 １年 15人 

 別表兵庫県立姫路高等技術専門学院の款短期課程の項塗装技術科の目の次に次のように加える。 

金属塗装専科 １年 15人 

 別表兵庫県立姫路高等技術専門学院の款短期課程の項ＯＡ事務科の目を次のように改める。 

ＯＡ事務科 ６月 20人（入校の時期

が４月である場合

にあつては、10人）

 別表兵庫県立姫路高等技術専門学院の款短期課程の項に次のように加える。 

ＯＡ事務科実習・座学連携型 １年 10人 

   附 則 

 この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

 

兵庫県立淡路景観園芸学校管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成21年３月31日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県規則第38号 

兵庫県立淡路景観園芸学校管理規則の一部を改正する規則 

兵庫県立淡路景観園芸学校管理規則（平成10年兵庫県規則第69号）の一部を次のように改正する。 

第２条を次のように改める。 

（景観園芸専門課程における修業） 

第２条 景観園芸専門課程の定員、授業科目、学期、入学の手続その他同課程における修業について必要な事

項は、兵庫県立大学大学院緑環境景観マネジメント研究科（以下「緑環境景観マネジメント研究科」という。）

に関する規則又は学則の定めるところによる。 

第３条から第18条までを削る。 

第19条第１項に後段として次のように加える。 

 この場合において、景観園芸専門研修及び景観園芸特別研修を行うこととしたときは、その都度、その内

容、定員等を知事が定めて告示する。 

第19条第２項中「様式第９号」を「様式第１号」に改め、同条第４項中「研修の内容、時間、研修料の納入

方法」を「前３項に定めるもののほか」に、「学校長」を「学校の長（以下「学校長」という。）」に改め、同条

を第３条とし、同条の次に次の２条を加える。 

（研修料の納入） 

第４条 条例第５条の許可を受けた者は、毎月分の研修料をその月の末日までに納めなければならない。 

２ 研修料は、前項の規定にかかわらず、知事が定める月数分を取りまとめて納入することができる。この場

合において、研修料は、知事が指定する月の末日までに納めなければならない。 

（研修料の免除） 

第５条 条例第８条の規定により、知事が特別の理由があると認めて研修料の全部又は一部を免除することが
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できる者は、次に掲げる者とする。 

(1) 生活保護法（昭和25年法律第144号）による生活扶助を受けている者又はその者と同一世帯に属している

者 

(2) 経済的事情により研修料の負担が著しく困難な者 

(3)  前２号に掲げる者のほか、知事が特に必要があると認める者 

２ 研修料の免除を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、知事が指定する日までに、研修料免除申

請書（様式第２号）に、次に掲げる書類を添えて、学校長を経て知事に提出し、その承認を得なければなら

ない。 

(1) 前項第１号に該当する者 福祉に関する事務所の長の証明書 

(2)  前項第２号に該当する者 申請者及びその家族の前年分の所得についての市区町村長の証明書、源泉徴

収票又は収入状況を明らかにする書類その他知事が必要と認める書類 

(3)  前項第３号に該当する者 知事が必要と認める書類 

３ 学校長は、前項の規定により研修料免除申請書の提出を受けたときは、必要な事項を調査し、意見書を添

えて、これを知事に送付するものとする。 

４ 研修料の免除を受けている者は、第１項の規定に該当しなくなったときは、直ちにその旨を学校長を経て

知事に届け出なければならない。 

５ 知事は、前項の規定による届出があったとき、又は研修料を免除する理由が消滅したと認めるときは、そ

の免除を取り消すものとする。 

６ 知事は、第２項の規定による申請について虚偽の事実が判明したときは、研修料の免除を承認した日にさ

かのぼってその免除を取り消すものとする。 

第20条を削る。 

第21条第２項中「学年」を「緑環境景観マネジメント研究科である景観園芸専門課程の学生」に改め、同条

を第６条とする。 

第22条第３項中「、公開講座受講料の納入方法」を削り、同条を第７条とし、同条の次に次の２条を加える。 

（公開講座受講料の納入） 

第８条 前条第２項に規定する公開講座を受講しようとする者は、当該公開講座の実施前において知事が指定

する日までに公開講座受講料を納めなければならない。 

（公開講座受講料の免除） 

第９条 第５条の規定は、公開講座受講料の免除について準用する。 

第23条を第10条とする。 

様式第１号から様式第８号までを削る。 

様式第９号中「第19条」を「第３条」に改め、同様式を様式第１号とし、同様式の次に次の１様式を加える。 

様式第２号（第５条、第９条関係） 

研修料（公開講座受講料）免除申請書 

 

年  月  日 

 兵庫県知事 様 

 

氏名        ○印 

 

 研修料（公開講座受講料）の免除を受けたいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 免除を受けようとする理由 

 

２ 免除を受けようとする研修料（公開講座受講料）の額 

 

３ 免除を受けようとする期間 
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附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前に兵庫県立淡路景観園芸学校景観園芸専門課程に在籍する者については、改正前の

兵庫県立淡路景観園芸学校管理規則第２条から第６条まで、第11条から第16条まで、第17条第１項から第５

項まで、第18条及び第21条第２項の規定は、なおその効力を有する。 
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